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A. 研究目的 
 ヘリコバクター・ピロリ菌（以下ピロリ菌）は、慢性

胃炎および胃がんの最大のリスク要因として知られ

ている。日本ではピロリ菌の感染率は戦後衛生状

態の改善により減少し、それに伴い胃がん罹患数

も減少傾向にある。ピロリ菌除菌治療は、2000 年

に胃潰瘍に対する保険適用が認められ、2013 年

以降は慢性胃炎に対するピロリ菌除菌治療の保険

適用が開始し、除菌治療が拡大してきた。一方、ピ

ロリ菌感染率の減少が胃がん年齢調整罹患率に与

える影響についてのエビデンスは少ない。本研究

では、1990年から 2050年にかけてのピロリ菌感染

率減少が胃がん罹患率に与える影響を定量化する

ことを目的とした。 
 
B. 研究方法 
 本研究では、山形、福井、長崎 3 県の高精度地

域がん登録データを用い、1990 年～2015 年に胃

がんと診断された症例を抽出した。予測には

ARIMA model with exogenous variables 
(ARIMAX)を用い、ピロリ菌感染症率（％）、喫煙

率（％）、塩分摂取量（g/day）、飲酒率（％）、肥満

率（％）を説明変数とし、2013-2050 年の年齢調整

胃がん罹患率を予測した。データは既存のメタ解

析論文（ピロリ菌感染率）、国民健康栄養調査（平

均塩分摂取量、飲酒率、肥満率）、JT 全国喫煙者

率調査（喫煙率）を用いた。 
 過去のシナリオに基づく胃がん罹患率予測では、

2000 年に導入された胃潰瘍に対する除菌治療と、

2013 年に導入された慢性胃炎に対する除菌治療

の影響を評価するため、１）2000 年および 2013 年

のいずれにおいても除菌治療が導入されなかった

シナリオ、２）2000 年に除菌治療が保険適用された

が 2013 年には保険適用されなかったシナリオ、３）

2000 年および 2013 年の両方で除菌治療が導入

された現実のシナリオの 3 つのシナリオを比較検討

した。さらに、ピロリ菌感染率の減少がさらに加速し

た場合の影響を定量化するため、2030 年までにピ

ロリ菌感染率が 25％減少した場合、33％減少した

場合、50％減少した場合、７5％減少した場合の罹

患率を、若年成人世代（20-39 歳）および壮年成人

世代（40-69 歳）について推計した。 

研究要旨 
本研究は胃がん罹患率の年次推移分析を通じて胃がんリスク要因の変化とがん対策の効果予

測を行うことを目的とし、日本人成人における胃がん罹患率に対するピロリ菌の影響を検証し

た。具体的には、山形、福井、長崎 3 県の高精度地域がん登録データを用い、1990 年～2015
年に胃がんと診断された症例について、ピロリ菌感染率、喫煙率、塩分摂取量、飲酒率、肥満

を説明変数とし、ARIMAX モデルを用いて 2013～2050 年の年齢調整胃がん罹患率を推定する

試みを行った。説明変数については、詳細データを国民健康栄養調査の個票データを集計した

値を用いた。 



29 
 

 
C. 研究結果 
 図１に、2000 年および 2013 年に除菌治療が導

入されなかったシナリオ別の胃がん罹患率を示

す。除菌治療が導入されていなかった場合、2017
年以降胃がん罹患率は増加していた可能性が示

唆された。胃がんの年齢調整罹患率は、2050 年

まで 3 つのシナリオ間ですべて有意な違いがみら

れた。図２では、除菌治療をさらに拡大した場合の

胃がん年齢調整罹患率の将来予測は有意な違い

が見られなかった一方、胃がん罹患率減少のスピ

ードは除菌治療の拡大が進むにつれ加速すること

が分かった。さらに、若年成人世代（20－39 歳）の

胃がん罹患率は 2050 年までにゼロに近づくと予

測された一方、壮年世代（40-69 歳）では 2050 年

までに約 21-24 例（人口 10 万対）で横ばいになる

と予想された。 
 
D. 考察 
 本研究では、ピロリ菌除菌治療が普及しなかった

シナリオと比較した結果、過去のピロリ菌除菌治療

の普及は胃がん罹患率の有意な減少と関連してい

ることが示された。胃がん罹患率の将来予測にお

いては、ピロリ菌除菌治療のさらなる拡大は胃がん

罹患率そのものの有意な減少には必ずしもつなが

らないものの、除菌治療が拡大するにつれ、胃がん

罹患率の減少スピードは加速すること示された。若

年世代では 2050 年までに胃がん罹患率はほぼゼ

ロとなることが予測された一方、壮年世代では依然

として胃がん罹患リスクが継続すると考えられる。今

後の研究では、塩分摂取や喫煙など他のリスク要

因が胃がん罹患率にもたらす影響を定量化するこ

とが重要であると思われる。 
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図１．20～69 歳男女計年齢調整胃がん罹患率予測（人口 10 万対）、1990-2050 年 
シナリオ: ①除菌治療が 2000 年にも 2013 年に導入されなかった場合、②除菌治療が 2013 年のみ導入され

なかった場合、③現実のシナリオ（2000 年および 2013 年に除菌治療が保険適用となった） 
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図 2. シナリオ別 20～69 歳男女計年齢調整胃がん罹患率予測（人口 10 万対）、1990-2050 年 
 
① 現在のピロリ菌感染率が継続した場合 
② 現在のピロリ菌感染率に加え、2000 年の政策の影響を上乗せした場合（2030 年に 25％感染率が減少した

場合） 
③ 現在のピロリ菌感染率に加え、2013 年の政策の影響を上乗せした場合（2030 年に 33％感染率が減少した

場合） 
④ 現在のピロリ菌感染率に加え、2000 年および 2013 年の政策の影響を上乗せした場合（2030 年に 50％感

染率が減少した場合） 
⑤ 現在のピロリ菌感染率に加え、2030 年までにピロリ菌感染率が 75％減少すると仮定した場合 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


